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「生きる」を政治の真ん中に
今年2025年は、戦後80年、1995年の3名の米兵による少女暴行事件

から30年の節目です。しかし、沖縄の人々の人権はいまだ蔑ろにされてい
ます。
　戦後、米軍占領下に置き去りにされ、1947年の日本国憲法施行後も1972
年の日本「復帰」まで、日本国憲法の適用の外にあった沖縄は、日本本土
とは異なる戦後の歩みの中で、地方自治の精神が高度に発達したものの、
一方で戦後の復興が大幅に遅れ、また日本の福祉政策が届きにくく、日本
「復帰」後も現在まで、日本本土との間に大きな格差を抱えています。
　そして、沖縄の日本本土とは異なる大きな重荷は、日本「復帰」に前後し
て、日本本土では縮小され、沖縄では拡大した米軍基地です。日本の国土
面積の０.６％しかない小さな沖縄に、いまだに約70％以上の米軍施設が
沖縄に偏在しています。このいわゆる「構造的差別」は、沖縄の自立的な経
済発展の阻害要因となっています。そして、日米地位協定の不平等性から
くる不利益が、米軍基地が偏在する沖縄の人々の人権を度々に侵害し、憲
法で保障されているはずの人権が侵害される根源となっています。
　憲法そのものも改正の危機が続いています。国会議員等の憲法によっ
て設置された権力が、国民の要求を離れて改憲を声高に叫ぶことは、自ら
の存在の根拠を忘れた行為であるものの、衆議院・参議院ともに憲法審査
会が設置され、論点に関する審議がなされており、憲法改正の要求が高
まっていない国民との間には大きな温度差があります。不要な憲法改正か
ら憲法そのものを守り、憲法を実現することは、権力の濫用を防ぎ、国民
の人権が保障される社会の実現につながります。
　さて、1995年の「少女暴行事件」以降も沖縄では度々に、軍人の性暴力
を含む凶悪犯罪が発生し、沖縄の人々の日々の安全を不安定にしていま
す。米軍基地内にも、あるいは米軍にも日本法を適用させることは、住民
居住地域と米軍基地が密接な沖縄では、最も求められていることの一つ
であるものの、日本政府が従来取り組んでこなかった事柄です。日米地位
協定の壁を取り払い、国内法の適用の範囲を拡大していくことは、沖縄に
おいて、人々の生命、人権を守るには不可欠です。
　本来的に、最高法規である日本国憲法の序列のもとに、日米安保条約・
日米地位協定が位置づけられるべきです。国民の利益を守るために駐留
受入国である日本から求め実現されるべき事柄であり、基地の偏在のた
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めに最も不利益が集中する沖縄からは特に強く実現が期待される事柄で
す。
　しかし、1995年の「少女暴行事件」から30年経った現在も、日米地位協定
の不平等性は解消されず、事件を契機として合意された「運用改善合意」や
事件の通報体制も反故にされ、人権保障とは程遠い現在を私たちは生きて
います。
　重い軍事基地負担の一方で、憲法において本来一番に守られなければな
らない、「生きること」（生存権）そのものが、今十分に実現されていません。少
子高齢社会でありながら、そもそも子どもを産み、育てにくい社会環境があり
ます。若い世代が出産に踏み切ることが難しい理由には、経済困窮がありま
す。日本本土との賃金格差、中小零細企業が多い沖縄での賃金上昇の難し
さ、追い討ちをかける物価高により、国民の間に広がる生活不安は深刻で
す。物価高や消費税等の重い負担を国民に強いながら、一方で膨らみ続ける
軍事費。医療、介護、年金、教育など、私たちの足元の「生きる」こと、暮らしの
改善はみられません。まさに今「生きる」ことそのものに手当しながら、長い目
で見た経済的自立・発展も構想しなければ希望が持てない時代です。
「生きる」を政治の真ん中に憲法を生かした政治を実現すること。当たり
前のようで実現されていません。
　今回の参院選に臨むにあたり、私タカラさちかが最も訴えたいことの一つ
目は「日々のくらしを安心して生きる」ということです。
　今、あらゆる世代で、人々は経済的に疲弊しています。物価高、上がらない
賃金、十分ではない年金、高い消費税負担、米やガソリンも高く、人々のくら
しを苦しめています。年金や介護、医療などの将来の不安を抱えている人は
少なくありません。教育にかかる費用負担の重さ。生活者の視点を持った政
治が求められています。人々のくらしを安定させ、賃金をあげ、生活の負担の
重さを軽減していくことが優先的に必要です。
　私タカラさちかが訴えたいことの二つ目は「多様性を認め、差別のない社
会に生きる」ということです。
　人はそもそも多様であり、性や属性にとらわれず、誰もが公平に生きられる
社会を実現したい。長い間、法改正が待たれている選択的夫婦別姓。国際社
会では、認められる国が増えている同性婚。憲法に定められた婚姻の自由を、
望む人が享受できる社会でなければなりません。
　多様性を認めない不平等は、社会を生きづらいものにしています。
LGBTQなど性の属性によって差別されない。障がいをもつ人々も差別され
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ない。ヘイトスピーチも許さない。生きづらさを抱えて生きることのない社会
を実現します。
　私タカラさちかが訴えたいことの三つ目は「基地被害のない沖縄で平和に
生きる」ことです。
　軍人の性暴力を含む凶悪犯罪があとを絶ちません。軍用機の爆音、基地由
来の土壌汚染等の基地被害が、住民生活に及ぼす影響は甚大です。基地被
害のない沖縄で、憲法に掲げられた「平和に生きる権利」を沖縄においても享
受することは、日本「復帰」以来、沖縄の人々が切望していることです。日本法
を米軍基地、米軍人・軍属にも及ぼしていくこと、日米地位協定の不平等性
の改正を実現されなければなりません。
　そして、沖縄島をはじめ、石垣、宮古、与那国の軍拡が加速しています。ミ
サイル配備は沖縄に生きる人々の命を脅かします。国民保護法、それに基づ
く保護計画のもとで、島々では島外避難計画が出されています。沖縄島は島
内避難とされています。沖縄戦の歴史に学べば、海に囲まれた沖縄で、海を
越えて島外へ避難することそのものが危険を伴い、島内避難は、軍民混在の
地上戦の惨禍を思い起こさせます。海に囲まれた沖縄だからこそ、新たな戦
争によって「生きる」ことを奪われないこと、戦争をしない政治が求められて
います。
　沖縄はこれまで、沖縄戦によって被った苦難を、体験者や遺族の証言の積
み重ねによって紡ぎ、沖縄戦に関する歴史を語りつぎ、平和教育によって世代
間で繋いできました。憲法の平和主義の根本は、戦争の歴史への反省です。
戦争の加害、被害の側面を誠実に学び、語り継ぎ、それを活かしていく教育
が、次の社会の平和を作っていきます。戦後80年、今後の沖縄、日本を沖縄を
二度と戦場にしないための努力が今の世代には求められています。

憲法学の研究者、大学教員としての教育者の視点、女性として、母として、
一人の生活者としての視点を生かし、人々の声を沖縄から国政に届け、政治
を変える力になりたいと考えています。特に、日本の少数者である沖縄にお
いて、今なお生じる不条理に対峙するには、県民の、生活者の声を政治に反
映させることが重要です。憲法の研究者から行動する実践者へ一歩踏み出
し、その役割を担いたい。現在、そして未来の世代の沖縄の人々のために、人
生をかけて取り組む覚悟です。
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タカラさちかは
３つの「生きる」を実現します

１．日々のくらしを安心して「生きる」

２．多様性を認め、差別のない社会に「生きる」

３．基地被害のない沖縄で平和に「生きる」
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タカラさちかは

　物価高対策・生活支援に全力
 ・ 消費税の減税やガソリン暫定税率の廃止、給付措置等、あらゆる選択肢で物価高
対策と生活支援に取り組みます

 ・ 歴代農政の失策がコメ価格の異常な高騰をもたらしています。農業者の所得を
政策的に支援する所得補償制度の導入を進め、主食であるコメの安定供給を図
ります

 ・ 全国平均より高い沖縄の米価格について、県民が安心して安定的に購入できるよう
流通コスト等構造的な不利性を解消し、価格の低減を図ります

 ・ ガソリン税暫定税率の廃止や離島の輸送費補助の拡充に取り組み、高騰するガソ
リン価格の低減を図ります

 ・ 食材費・光熱費・燃料費等の高騰で運営がひっ迫する介護施設、障がい者支援施
設、保育園、子ども食堂、生活困窮者支援団体等への国の財政支援を強化します

 ・ 粗飼料の高騰で深刻な影響を受けている畜産農家を守るため、粗飼料等価格高
騰分に対応した直接補填制度の恒久制度化、価格転嫁が困難な品目に対する価格
調整基金等、補償スキームの創設に取り組みます
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　子どもの貧困対策

（子どもの貧困対策・子育て支援）
 ・ 「貧困の連鎖」を断ち切るために、お金の心配なく誰もが学べる教育の実現を政治
の重要課題として取り組みます。経済的、社会的支援を強化し、どの子も取り残さ
ない社会を実現します

 ・ 子どもの貧困の改善へ、数値目標を明確にして必要な給付等に取り組みます。児童
手当の拡充をさらに進めます

 ・ ひとり親家庭の児童扶養手当を18歳から20歳未満まで引き上げます。所得制限を
緩和し手当を拡充、加算額を引き上げて毎月支給にします

 ・ ひとり親の困窮防止と経済的安定を図る養育費確保支援や立替制度等を創設し、
子どもたちの成長を支えます

 ・ 子どもの貧困による乳幼児の栄養障害（体重増加不良)を改善し支援するため、国
が実施する栄養強化事業の要件緩和を図り、公的に適切なミルク支援の拡充を求
めます

 ・ 父母負担にされ子育て世帯のくらしを圧迫している教材費や修学旅行費、部活動
費などの学校教育に必要な費用は政府の公費負担にします

 ・ 廃止した就学援助への国庫負担を元にもどし、生活保護基準の1.5倍まで認定基
準を広げ、必要とする世帯に支援が届くようにします

タカラさちか
参 議 院 選 挙

政策集
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 ・ ヤングケアラーの相談・支援体制を強化します。医療・介護・福祉行政を拡充し、子
どもたちによるケアを軽減できる支援を強めます

 ・ リプロダクティブ・ヘルス＆ライツの視点にたって、学校や公的施設のトイレへの生
理用品の設置を進めます

 ・ 児童相談所や児童養護施設の体制強化を進めます

 ・ 子ども食堂、無料塾など子どもの居場所への公的支援を拡充します

 ・ 子どもの権利のための立法や政策提言、個別の権利救済の権限を持つ、独立性の
ある子どもの権利擁護・救済機関を設置します

 ・ 学童クラブの公設化、公費補助の増額で待機児童解消、利用料軽減、支援員の正
規雇用や処遇改善を進めます

 ・ レスパイトケア（子育て中の親を休ませる）など子育て支援を充実させるために国
庫負担割合の拡充に取り組みます

（保育）
 ・ 保育士配置基準を見直し、保育の質を高め、安全性の向上を図ります

 ・ 公定価格を引き上げ、保育士・保育教諭の賃金改善につなげます
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　年金・介護・医療・障がい福祉

（年金・社会保障）
 ・ 高齢者の人権と尊厳、現役世代の生活と将来のために、社会保障を拡充します　

 ・ 年金の底上げ、最低保障年金の導入など「頼れる年金」にする改革を進めます

 ・ 「マクロ経済スライド」など年金を実質減額させる仕組みを早期に停止し、物価の値
上がりや賃金の上昇に合わせた年金の引上げを行います

（介護制度）　
 ・ 介護保険制度への国庫負担を増やし、公的助成で賃上げをすすめ、ケアマネ
ジャー、ホームヘルパーなど介護職員の賃金を「全産業平均」並みに引き上げます

 ・ 介護職員の長時間・過密労働や「ワンオペ夜勤」の解消に向け、配置基準の見直し
や報酬加算・公的補助などを行います

 ・ 軽度者の保険給付外し、利用料の２割・３割負担の対象拡大など政府の介護改悪
に反対し、保険給付の拡充、保険料・利用料の減免を図ります

 ・ 政府が引き下げた訪問介護の基本報酬を早急に元の水準に戻します。削減されて
きた介護報酬を底上げして、介護事業所の継続に向けた経営支援を行います

タカラさちか
参 議 院 選 挙

政策集
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（医療）
 ・ 75歳以上の医療費窓口負担３割の対象を拡大していく政府の医療改悪を止めさ
せ、窓口負担を軽減し、高齢者が人間らしい暮らしを送れるようにします

 ・ がん患者や難病患者の治療中断につながる高額療養費制度の上限引き上げを撤
回させます

 ・ 病床削減や病院統廃合を止めさせ、医療機関への公費負担を増やして、医師・看護
師を増員し，地域医療の体制を拡充します

（障がい福祉）
 ・ 障がいがある人もない人も、誰一人取り残さない政治を実現します

 ・ 国庫負担を増やして、障がい福祉施設職員の賃上げと事業所の経営支援を進め
ます

 ・ 障がい者就業・生活支援センターの就労支援や生活支援を拡充させます

 ・ 障がい者の働く権利を守るために、法定雇用率の向上と工賃の引き上げを進め
ます
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　経済・雇用

（平和特区）
 ・ 沖縄を平和特区とし、国際的な平和交流の場として国際機関を誘致します

 ・ 沖縄の平和の要石としての地理的優位性を生かした、沖縄の平和拠点、沖縄から
の平和発信のため、平和特区基金の創設を求めます

（沖縄振興）
 ・ 沖縄県と連携・協力して「新・沖縄21世紀ビジョン」を推進し、基地のない平和で豊
かな沖縄の実現に取り組みます

 ・ 沖縄振興法の理念に基づき、沖縄県と市町村が主体的、計画的、かつ継続的に事
業を実施できるよう、振興予算の必要額の確実な確保を政府に求めます

 ・ 空港・港湾の軍事利用を止め、機能拡充とネットワークの強化を図り、人流・物流・
観光を支える基盤整備に取り組みます

 ・ 沖縄の地理的優位性を活かし、沖縄の空港、港湾をアジアの物流と交流のハブ拠
点として、平和的に活用し、自立した経済、沖縄の発展を目指します

 ・ 島々の文化や自然を生かし、付加価値の高い、持続可能な観光産業の発展と人材
育成に取り組みます

 ・ 「東海岸サンライズベルト構想」を推進し、東西格差の解消と均衡ある県経済の発
展を図ります。沖縄県が進める大型MICE施設の実現に県と連携して取り組みます

 ・ 沖縄の玄関口に位置する那覇軍港を返還させ、跡地利用開発を推進します

 ・ カジノを中核とする統合型リゾート(IR)は認めません

 ・ ICT産業の集積をさらに加速させるとともに、県内企業のデジタルトランスフォー
メーション（DX）を推進し、高効率化や商品の高付加価値化を実現します

タカラさちか
参 議 院 選 挙

政策集
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 ・ スタートアップ支援を強化します。持続的なイノベーションの創出に向け、沖縄科学
技術大学院大学をはじめとする県内大学、関係機関等が有機的に連携するスター
トアップエコシステムの構築を促進します

（ものづくり・建設・伝統工芸）
 ・ 域内自給率を高めるものづくり産業の高度化を推進します。専門的技術の研究・開
発から出口戦略まで、製造業の基盤づくりに取り組みます

 ・ 予定価格の適正化と積算基準の見直し、小規模自治体への技術的支援体制の強
化などを通じ、公共工事の不調・不落の改善を図ります

 ・ 総合評価方式や官公需適格組合制度の普及拡大など公共調達の改革を進め、地
元企業の優先発注・参入拡大を図ります

 ・ 亜熱帯や島嶼地域の特性に適した沖縄の高い建設技術を国内外で生かせるよう
支援し、建設産業の持続可能な発展に取り組みます

 ・ 国の大型発注事業が県外企業に環流する「ザル経済」の問題を明らかにし、沖縄
振興法の理念に基づく、沖縄経済の自立と発展に取り組みます

 ・ 伝統工芸産業等の振興、後継者不足の対策と人材の育成に取り組みます。県産品
の高付加価値化を図ります

（農林水産業）
 ・ 亜熱帯の気候や土壌など、沖縄の特色ある自然環境を生かした農林水産業の振興
を図ります。高付加価値化、六次産業化により自立型経済の構築を図ります。県内
の食料自給率の向上に取り組みます

 ・ スマート農業、スマート漁業を推進し、機械化の導入に取り組みます

 ・ 若手農業者、小規模農業者の支援を強化し、農業従事者の確保・育成を図ります
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 ・ 自然災害に強い栽培施設の整備に取り組みます

 ・ 畜産をはじめ粗飼料、肥料、燃料等の高騰で甚大な打撃を受けている農林水産業
を支援し、物価高対策に取り組みます

 ・ 沖縄の基幹作物であるサトウキビ生産の振興を図ります。更新時期を迎える分蜜
糖工場の建て替えを支援します

 ・ 沖縄の漁業振興の阻害要因である米軍の制限水域の解除、日台・日中漁業協定の
見直しを国に求めます

（中小零細企業対策）
 ・ 中小企業の経営の維持、発展のため、インボイスを廃止し、中小企業の負担軽減を
はかります

 ・ 中小企業事業主の社会保険料や消費税の負担軽減措置導入など中小企業支援策
の強化に取り組みます

 ・ 中小企業の後継者育成やマッチング支援、支援税制の拡充など事業継承を後押し
する支援強化に取り組みます

 ・ 賃上げに取り組む中小企業の努力が報われるよう、公共調達において賃上げ実績
を加点評価する総合評価制度を推進します

 ・ 受託中小企業振興法の厳格な運用とともに、「下請けGメン」の増員、権限強化を進
め、大企業の法律違反取締を強化します

 ・ 実効性のある公契約法の制定に取り組み、国が定めた設計労務単価が末端の労
働者に行き渡るようにします。公共事業や公的業務に従事する労働者の適正な賃
金を確保し、地域の安定した雇用と消費の拡大につなげます

タカラさちか
参 議 院 選 挙

政策集
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（雇用）
 ・ 労働者の働く権利を守るため、ハラスメント防止に対する取り組みを強化します

 ・ 最低賃金を全国並みに引き上げ、県民所得の向上を図ります。正規雇用への転換
を図るなど雇用の安定と拡大に取り組みます

 ・ 性別による賃金格差を是正し、すべての労働者が公平な待遇を受けられるように
します

 ・ 労働者派遣法など労働者を保護する法律の改正に取り組み、公平で持続可能な労
働環境の実現をめざします

 ・ 就職氷河期世代を支える包括的なサポート体制を強化し、雇用・就労環境・年金の
改善と生活基盤の安定に取り組みます

 ・ 増加する行政需要に対応し、安定的かつ質の高い公共サービスを維持するため、政
府及び自治体職員の適正配置と賃金の適正化を図ります

 ・ 自治体の非正規職員の正規化を促進し、会計年度任用職員制度の運用改善に取
り組みます

 ・ 基地内従業員が安全に働けるように労働環境を整えることを求めます
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　北部振興・離島振興

（離島振興）
 ・ 沖縄振興特別措置法に則り、離島の振興のために必要な施策を、「国の責務」とし
て総合的かつ積極的に推進します。財政支援、人材確保、インフラ整備など広範な
取り組みへの重点的対応を国に求めます

 ・ 離島における医療・教育・福祉など公共サービスを担う人材確保のため、赴任インセ
ンティブ（給与上乗せ、任期優遇、資格取得支援など）の制度化、国の財政措置を求
めます

 ・ 定住促進住宅整備、空き家改修等への恒久的補助制度を創設し、離島勤務人材の
確保・定着を図ります

 ・ 離島医療・教育・介護人材の確保について、国が直接責任を負う専門人材派遣制
度の創設に取り組みます

 ・ 高校未設置の離島に在住する子どもたちが、高校進学をするために必要な交通
費・下宿費・生活支援費に対する恒常的な補助制度を、国の責任において創設する
よう求めます

 ・ 遠隔医療・遠隔教育・リモート行政等の実施にかかる、ICT整備に向けた国庫補助
の拡充、包括的支援体制の構築を図ります

 ・ 沖縄離島活性化推進事業をはじめとする各種財源について、人的資源の確保と公
共サービスの維持を主眼とした柔軟かつ重点的配分を求めます

 ・ 離島住民の生命線である、離島航路・航空路の運航ならびに運賃・輸送経費等支
援策（不利性解消事業等）の拡充、恒久制度化、安定的財源の確保に取り組みます

 ・ 離島緊急患者輸送体制の強化とドクターヘリの導入、ヘリポートの整備に取り組み
ます。消防力強化、救急救命活動の高度化に取り組みます

タカラさちか
参 議 院 選 挙

政策集
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どこに住んでも
  安心して暮らせる沖縄へ



 ・ 難病患者や障がい者等の医療アクセスを確保するとともに、離島妊産婦が安心・安
全に出産できる環境整備に取り組みます

 ・ 有害物質を含む海洋ごみ（漂流、漂着、海底）の実態把握と改善・解決に向けた取
り組みを、国の責任において実施するよう求めます

 ・ 離島における上水供給、下水・廃棄物処理など負担の構造的不利性を改善・克服す
るため、広域的連携体制の構築、インフラ支援の国庫補助拡充に取り組みます

 ・ 離島における公共サービス格差を定期的に可視化し、格差是正に向けた政府施策
の基礎資料とするよう求めます

（北部振興）
 ・ 公立沖縄北部医療センターの早期開設を支援するとともに、病院と診療所、在宅医
療、介護施設との連携を強化し、北部地域全体で医療・福祉サービスを提供できる
体制を構築します

 ・ 地域の特性を活かした持続可能な農林水産業の振興を図り、農林水産物のブラン
ド化、国内外への販路拡大を支援します

 ・ 世界自然遺産に登録された「やんばるの森」を守ることは重要です。そのため、赤土
対策や陸域・海域生態系の保全、マングースや台湾ハブなどの外来種対策、密猟・
盗掘対策を強化し、やんばるの森の遺産価値を維持・向上させます

 ・ 人口減少や高齢化が進む現状を変えるため、魅力ある雇用の創出、子育て支援の
充実、教育環境の整備、公営住宅の建設促進など、定住環境を整備し若年層の定
住促進を図ります

 ・ 県土の均衡ある発展をめざし、北部地域の連携強化に資するよう道路網の整備・
拡充を促進します

 ・ 安心・安全な生活道路や通学路の確保、利便性の高い公共交通の維持・拡充に取
り組みます

 ・ 沖縄及び北部地域の観光振興と経済活性化に資することが期待される北部新
テーマパークを支援するとともに、開園による交通渋滞、生活環境、自然環境への
影響について国、県、地域と連携し諸課題解決に取り組み、持続可能な観光と地域
発展の両立を目指します
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　教育・人材育成

 ・ 教育分野への公的支出をOECD諸国並みに引き上げ、誰でもいつでも安心して、保
育・教育が受けられる社会を目指します

 ・ 幼児教育から高等教育までの無償化を推進します

 ・ 国の財政負担を拡充し、学校給食費の無償化を実現します

 ・ 国公立大学の授業料の引き下げ、給付型奨学金制度の拡充、奨学金債務の減免に
取り組みます

 ・ 少人数学級を早期実現します。教員を増やして教師の多忙化を解消します

 ・ 子どもの権利を尊重し、子どもも親も安心できる不登校支援を進めます

 ・ 障がいのある、なしに関わらず、子どもの学ぶ機会の均等な保障を図ります

 ・ 学級への支援体制の拡充を図り、子どもの学習環境の充実と教師の負担軽減を図
ります

 ・ 過度な競争と管理をやめ、教師の自由を保障し、子どもの人間としての尊厳を大切
にする学校づくりを進めます

 ・ 残業代がないため、「定額働かせ放題」となっている給特法を廃止し、公立学校に
も残業代制度を適用させます

 ・ 老朽校舎や体育館の改修・改築、クーラー設置など学校の教育環境整備に取り組
みます

タカラさちか
参 議 院 選 挙

政策集
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学びを保障し
  人を育てる社会へ



 ・ すべての子どもが学びにアクセスできる環境を整えるため、学校現場への計画的か
つ継続的なICT投資と運用支援を図ります

 ・ 不登校支援としてのフリースクールでの学びの保障支援に取り組みます

 ・ 働く人の「学び直し」と「キャリアの更新」が可能な社会を築くために、国と自治体に
よる教育訓練機関の充実、支援体制の強化に取り組みます

 ・ 教育機会の地域格差を生まないよう児童・生徒大会派遣費等の支援拡充に取り組
みます

 ・ 地域の歴史、伝統行事や文化・芸能を教育に取り入れ、沖縄独自の文化を支える人
材の育成に取り組みます

 ・ 教師の負担軽減を図り、平和教育を含む教育の質の維持、向上に取り組みます
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　交通基盤整備・交通の権利

 ・ 国、県と連携し、県経済の発展に不可欠な南北鉄軌道の実現に取り組みます

 ・ 中南部120万都市圏にふさわしい新たな公共交通システムの導入、モノレール延伸
やLRTなど軌道系交通、フィーダー交通網の整備を推進します

 ・ 沖縄本島「南北軸」「東西軸」を有機的に結ぶ幹線道路網を整備し、体系的な道路
ネットワークの構築を図ります

 ・ 基幹バス構想を推進します。バス通勤・通学等の利便性の向上、交通渋滞の解消を
図ります

 ・ 地域間の交通格差を是正し、持続可能な交通体系を確保するため、不採算路線を
含めた公共交通への財政支援の拡充、制度の見直しに取り組みます

 ・ 離島住民の医療・教育・物流・観光・産業活動を支える離島航路、航空路線の赤字
による減便や撤退を防ぎ、安定的に維持するため、国による財政支援の強化を図り
ます

 ・ 高齢者・障がい者・学生・子育て世代など「交通弱者」を生まないよう、公共交通
の維持、デマンド交通やコミュニティバスの普及促進と運行支援の拡充に取り組
みます

 ・ 社会経済活動の基盤である高速道路の料金低減化に取り組みます

 ・ 高規格の南部東道路と那覇空港自動車道の連結に併せ、連結する国道、県道の整
備による南部圏域の振興を図ります

タカラさちか
参 議 院 選 挙

政策集
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通勤・通学・医療・観光
  すべてを支える交通政策



　持続可能な地域づくり

 ・ かけがえのない沖縄の自然環境を守るとともに沖縄らしい景観の回復に取り組み
ます

 ・ 世界自然遺産の登録地「奄美大島、徳之島、沖縄島北部及び西表島」の豊かな自然
環境と生物多様性の保全に取り組みます

 ・ サンゴ礁の保全に取り組みます。オニヒトデ駆除等取組みを強化します

 ・ 海砂採取の総量規制を導入するなど世界的にも希少なサンゴ礁の海、生物多様性
の宝庫である沖縄の自然環境を守ります

 ・ 沖縄特有の自然環境と生態系を守るため、外来動植物の侵入防止対策強化と防除
に取り組みます

 ・ 廃プラスチックをはじめとする海岸漂着ごみ問題に取り組みます。国の責任におい
て国際的な連携協力を進め、抜本的改善に取り組むよう求めます

 ・ 犬猫殺処分の廃止を目指し、命が尊重される社会を実現します

 ・ 自然環境・景観・固有の文化など、沖縄ならではの価値を共有する持続可能な観光
（レスポンシブルツーリズム）を推進します。オーバーツーリズム対策に取り組みます

 ・ 気候変動危機を国際社会と共有し、地球温暖化対策に取り組みます。激甚化する
自然災害への対策を強化します

 ・ カーボンニュートラルの早期実現、再生可能エネルギーへの転換を進めます。最終
的に原発に依存しない社会を実現します

 ・ 環境アセスを意図的にすり抜け、環境に対する事業者としての責務を放置する開発
行為や公共事業、軍事施設等の建設は認められません。累積的環境影響評価制度
の導入を検討するなど、アセスの実行性確保に取り組みます
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未来へつなぐ
  沖縄の自然といのち



　ジェンダー平等と多様性の尊重

 ・ 同性婚、選択的夫婦別姓を実現し、婚姻の自由が保障される社会を目指します

 ・ 一般法としての差別解消法の制定を目指し、多様性を認め、差別のない社会づくり
に取り組みます

 ・ ジェンダー差別、LGBTQ+差別の解消を図ります

 ・ 性暴力を許さず、被害者への継続的な支援としてのワンストップ支援の拡充に取り
組みます

 ・ 性暴力被害に対する事件処理に関する研修による、警察、検察、裁判官の理解増
進を求めます

 ・ 刑法の性暴力に関する規定の改正を受け、性暴力の重大性が広く認識され、あらゆ
る場面で被害者が保護される二次被害のない社会を目指します。

 ・ 女性の社会参画を支援し、ジェンダー平等を実現します

 ・ 幼児教育からのジェンダー教育を推進し、ジェンダー平等を目指します

 ・ 障がいのある人も、ない人も、共に生きる「共生社会」の実現に向けて、障がいを理
由とした差別の根絶と合理的配慮の社会的理解を広める取り組みを強化します

 ・ 政治分野における多様性確保のため、女性候補者の比率を確保するクオータ制度
の導入を推進し、あわせて女性候補者の育成・支援策を拡充します

タカラさちか
参 議 院 選 挙

政策集
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違いを認め合える
  やさしい社会へ



　基地問題

 ・ 米軍人・軍属による犯罪、事件・事故、米軍機の激しい爆音など日々の軍事基地被
害について日米両政府に厳に対峙し、抜本的な解決を求めます

 ・ 軍事性暴力の効果ある再発防止を日米両政府が積極的に行うよう強く求めます

 ・ 住民生活を脅かす日米共同演習・訓練の拡大、民間施設のなし崩しの軍事利用を
認めません

 ・ 地域に分断を持ち込み、住民の合意もなく、有事の際の住民避難も不可能な、南
西諸島への自衛隊ミサイル基地建設に反対します。在沖米軍基地への中距離ミサ
イル配備にも反対します

 ・ 「特定利用空港・港湾」の指定に反対します。特定利用施設の指定は、日米2＋２共
同発表の「日米の施設の共同使用の拡大」「共同演習・訓練の増加」が目的であり、
地域の軍事リスクを増大させるもので認められません

 ・ 国民保護法の見直し、廃止を求めます

 ・ 有事を前提とする「国民保護計画」に反対します。交通手段・避難先の確保・生活
基盤の喪失など、現実的課題を置き去りにした避難計画は認められません

 ・ 建白書の理念を守ります。普天間飛行場の危険性の除去を求め、新たな基地は造
らせません。オスプレイ配備を撤回させ、辺野古新基地建設を阻止します

 ・ 米軍基地の計画的な返還と基地従業員の雇用の確保に取り組み、円滑な跡地利用
を推進します

 ・ 米軍機による民間地上空の低空飛行や訓練空域外の飛行中止を求めます。外来
機の飛来、常駐化も認めません
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基地のない
  平和な沖縄を



 ・ 基地周辺の住民を監視対象とし、プライバシーや不動産取引きの自由を侵害する、
「重要土地利用規制法」の廃止を求めます

 ・ PFASなど米軍基地周辺の環境汚染問題について、施設提供者である国は、汚染
源や汚染された範囲を特定し、原因者に環境措置を講じさせるよう求めます。周辺
住民の血液検査等を実施するなど、健康不安や水道水等への影響について説明責
任を果たすよう求めます

 ・ 東村高江の住民に大きな影響を及ぼしているヘリパッドの使用中止を求めます。オ
スプレイの運用による自然環境への影響を把握するため、米軍北部訓練場内の環
境調査を実施するよう求めます

 ・ 新たな軍事負担、基地建設について、憲法に定める住民投票の実施を求めます

 ・ 沖縄県民の自己決定権を高める法制度の創設など基地問題をはじめとする沖縄の
諸課題の解決に取り組みます

タカラさちか
参 議 院 選 挙

政策集
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　日米地位協定の抜本改定

 ・ 事件・事故発生時の通報遅れや不通報によって被害者保護や住民への対応に不安
が生じないよう、通報体制・情報提供の明文化、義務化を求めます

 ・ 被害者への迅速、かつ十分な補償のために、被害者が補償を受ける権利を明記し、
日米両政府の法的責任で迅速に補償・補填を行う制度の確立、運用の確保を求め
ます

 ・ 裁判所の差押え、支払等の強制執行を可能とするよう求めます

 ・ 事件・事故時の緊急立入りを自治体に認めると共に、演習や訓練など民間地域に影
響を及ぼす米軍活動について自治体に確実に情報提供するよう求めます

 ・ 環境条項を新設し、環境保全に関する国内法の適用を原則とするよう求めます。環
境汚染の究明にかかる自治体の迅速な立入り調査を認めるよう求めます

 ・ 環境補足協定に基づく通報基準を見直し、文化財調査など自治体が必要とする立
入りに支障が生じないよう改善を求めます

 ・ 民間空港及び港湾の緊急時使用にも国内法を適用し、演習や訓練の実態を伴うも
のを含まない旨を明記するよう求めます

 ・ ブラックボックスとなっている日米合同委員会合意事項の原則公開、国会・自治体
への定期的な公表など、主権国家として国民に説明責任を果たすよう求めます。都
合の良い拡大解釈による「基地の自由使用」をやめさせます

 ・ 返還合意された土地について、形質変更、建物の建設、廃棄物の処理など施設・区
域の使用履歴に関するすべての情報を関係自治体に提供するよう求めます

 ・ 米軍活動に起因する環境汚染は米国の責任において回復措置を講じるよう求め
ます
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不平等をただす
  主権ある国へ



 ・ 「最低安全高度」など国内法の適用を一部除外する航空特例法の廃止に取り組み
ます。演習・訓練等米軍活動への国内法適用を求めます

 ・ 被疑者の起訴前の身柄引渡しについて、日本から要請があるときは速やかに応じ
るよう求めます。また、基地外で発生した事件事故の捜査・差押え・検証は、日本の
当局の権利であることを明記するよう求めます

 ・ 米軍人・軍属・家族の出入国にかかる手続き、検疫についても国内法の適用を求め
ます

 ・ 駐留する米軍関係者の人数や市町村別の内訳など、地域の安全に必要な情報を地
元自治体に提供するよう求めます

 ・ 日米合同委員会の中に、自治体代表が参加する地域特別委員会を設置し、意向を
聴取し、反映するよう求めます

 ・ 軍人・軍属並びにその家族の私有車両の自動車税は、民間車両と同じ税率とする
よう求めます

タカラさちか
参 議 院 選 挙

政策集
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　戦後80年。歴史修正主義を許さず、
　二度と沖縄を戦場にしない

 ・ 沖縄を二度と戦場にしないために、軍備増大に突き進む安全保障政策を転換し、外
交による東アジアの緊張緩和を実現します

 ・ 平和憲法の改悪に反対し、憲法９条を守ります。専守防衛を超える敵基地攻撃能
力の保有、軍事予算の増大、防衛増税に反対します

 ・ 世界唯一の戦争被爆国として、核兵器廃絶に取り組み、核兵器禁止条約に署名・
批准するよう求めます

 ・ 独自の歴史や多様性、平和の礎に象徴される「平和のこころ」の発信、沖縄戦や安
全保障問題を総合的に研究する「国際平和研究所」の創設等を通じ、沖縄が平和
外交と対話の拠点として生かされるよう取り組みます

 ・ 沖縄戦の実相や史実を歪め、沖縄戦研究や沖縄の平和教育を否定する自民党所
属国会議員らの発言に断固抗議し、歴史の改ざんを許しません

 ・ 沖縄戦の体験から導かれた「軍隊は住民を守らない」との教訓を政治に生かし、対
話による戦争回避の道を選択します。

 ・ 沖縄戦当時の皇民化教育の反省に立ち、子どもの発達段階に沿った平和教育、歴
史教育、人権教育を進めます

 ・ 国家の戦争責任において戦没者遺骨収集事業を恒久制度化し、体制の強化と予算
の拡充を求めます。不発弾処理、地籍明確化についても同様に国の責任による問
題解決を求めます

 ・ 南部地域の土砂を辺野古新基地の埋立材として使用することに抗議し、中止を求
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沖縄戦の実相
命どぅ宝 伝える



めます。戦没者の尊厳を踏みにじる行為であり、人道上許されません

 ・ 遺族の高齢化により管理が厳しい慰霊の塔等について、公的管理制度の検討、維
持・修繕等への公費補助制度の創設に取り組みます

 ・ ひめゆり平和祈念資料館、対馬丸記念館など沖縄戦の実相と平和の尊さを伝える
拠点施設の安定的な運営を支援します

 ・ 首里城の再建に向けて、国・県と連携して取り組みます。併せて、第32軍司令部壕
の保存と公開を進め歴史教育に生かします

 ・ 生きた平和学習の教材として、地域の戦跡を保存し、活用することを推進します

 ・ 語り部の証言の保存に努め、戦争の記憶の継承を推進します

タカラさちか
参 議 院 選 挙

政策集
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　金権腐敗政治を断つ
 ・ 裏金問題で明るみとなった自民党の金権腐敗政治を許さず、カネと政治の癒着を
追及し、断ち切ります
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まっとーばーの政治へ！


